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要介護被保険者等である患者に対する入院外の維持期・生活期の 

疾患別リハビリテーションに係る経過措置の終了に当たっての必要な対応について 

 

要介護被保険者等である患者に対する入院外の維持期・生活期の疾患別リハビリテーショ

ン料（区分番号「Ｈ００１」の注４の後段及び注５、区分番号「Ｈ００１－２」の注４の後

段及び注５並びに区分番号「Ｈ００２」の注４の後段及び注５に規定する診療料をいう。以

下「維持期・生活期リハビリテーション料」という。）については、「診療報酬の算定方法

の一部を改正する件」（平成 30年厚生労働省告示第 43号）により、平成 31年３月 31日

までの間に限り算定できるものとされているところです。 

当該経過措置の終了に伴い、必要な対応について、下記のとおり周知いたしますので、

管内市町村（特別区を含む。）、保険医療機関をはじめとする関係機関、関係団体等に対

して周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏のないようにお願いします。 



 

特に、維持期・生活期リハビリテーション料を算定している保険医療機関に対する情報提

供及び保険医療機関等から照会があった際の適切な対応をお願いします。 

 

                                      記 

 

１．保険医療機関においては、維持期・生活期リハビリテーション料は、平成 31年４月１

日以降は算定できないことから、患者やその家族等に対して、十分な説明や情報提供を

行うこと。  

ただし、医療保険から介護保険への円滑な移行を促進する観点から、平成 31年３月中

に維持期・生活期リハビリテーション料を算定している患者が、別の施設で介護保険に

おける訪問リハビリテーション若しくは通所リハビリテーション又は介護予防訪問リ

ハビリテーション若しくは介護予防通所リハビリテーション（以下「介護保険における

リハビリテーション」という。）を同一月に併用する場合に限り、介護保険のリハビリ

テーション利用開始日を含む月の翌々月まで引き続き維持期・生活期リハビリテーショ

ン料を１月７単位まで算定することができる。 

 

２．維持期・生活期リハビリテーション料を算定している保険医療機関は、平成 31年４月

１日以降、要介護被保険者等である患者が、介護保険におけるリハビリテーションを希

望する場合、当該患者を担当する居宅介護支援事業所又は介護予防支援事業所（以下「居

宅介護支援事業所等」という。）に対してリハビリテーションのサービスが必要である

旨を指示すること。  

なお、保険医療機関が、当該患者の同意を得て、介護保険におけるリハビリテーショ

ンへ移行するに当たり、居宅介護支援事業所等の介護支援専門員及び必要に応じて、介

護保険におけるリハビリテーションを当該患者に対して提供する事業所の従事者と連

携し、居宅サービス計画及び介護予防サービス計画（以下「居宅サービス計画等」とい

う。）の作成を支援した上で、介護保険におけるリハビリテーションを開始し、維持期・

生活期の疾患別リハビリテーション料を算定するリハビリテーションを終了した場合

は、介護保険リハビリテーション移行支援料を算定できる。 

 

３．保険医療機関から指示を受けた居宅介護支援事業所等は、要介護被保険者等の介護保険

におけるリハビリテーションへの移行等が適切にできるよう、居宅サービス計画等の作成

や変更について居宅サービス事業所等との調整等を行うこと。また、居宅サービス計画等

の作成にあたっては、居宅介護支援事業所等の介護支援専門員等が作成した居宅サービス

計画等の原案に位置付けた居宅サービス事業所等の担当者を召集して行う会議（以下「サ

ービス担当者会議」という。）を開催し、専門的な見地からの意見を求めることが必要で

あるが、サービス担当者会議を開催することにより、当該要介護被保険者等に対して継続

した介護保険のリハビリテーションの提供に支障が生じる等のやむを得ない理由がある

場合には、担当者に対する照会等により意見を求めることも可能である。  



 

なお、居宅介護支援事業所等は、当該要介護被保険者等に対して、契約の有無に関わら

ず過去２月以上居宅介護支援又は介護予防支援を提供していない場合には、初回加算を算

定できる。 

 

４．当該経過措置の終了に伴い、医療保険から介護保険への移行状況を把握するため、保険

医療機関等に対して、別途調査を行うので、御了知いただきたい。 

 


